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▼国立科学博物館労働組合 

 

（１）把握している範囲で結構ですので、2014 年以降の次の４点について記入ください。

①運営費交付金の推移、②論文数の推移、③研究職の人数の推移（正規・非正規の推移）、

④事務職の人数の推移（正規・非正規の推移）。 

 

① 大学法人等と同様年５％の削減。②組合は把握していない。③正規雇用は微増。運営

交付金による任期付きフルタイム研究員数に変化は無し。外部資金による非正規雇用

については把握していない。④正規職員は新規事業拡大により増員があった。非正規

については把握していないがほぼ変化はないと思われる。 

 

（２）運営費交付金が抑制されるなか、どのような問題が生じていますか？ 具体的に記

入ください。 

 

科博では、研究職員においては研究業務に加え、標本の収集・整理・維持・貸出・電子化

などの標本の管理業務のほか，展示活動や学習支援・教育普及活動など所掌すべき通常業

務が多岐にわたる。しかし，運営費交付金削減によるスタッフの減少のため、通常業務に

差し支えが生じたり、過度な時間外労働（無給）が生じたりしている。職員一人あたりの

業務量増加は事務スタッフにも共通した問題である。 

 

 

（３）有期雇用職員の無期転換に関わる労働組合としての対応や課題等について記入くだ

さい。 

 

科博では一昨年まで、６ヶ月のクーリングをおいても再雇用できない状況があったが、少

なくともクーリングをおいた後に再雇用できるようになった。無期転換については当館の

規定に雇用年限があるため無期雇用転換はできないとの説明を受けている。一方で、科博

では植物園の維持や標本収集などの通常業務で運営交付金による有期雇用職員に頼ってい

る部分があり、年限の設定が法解釈状合理的なのか検討する必要がある。 

 

 

（４）残業時間の上限規制や有給休暇５日取得義務の実施など「働き方改革」関連法が４

月１日から施行されました。これによる規定の改定など研究・労働条件の変化と課題につ

いて記入ください。 

 

働き方改革による年次休暇の取得義務が生じ、規定の改正があったと説明があった。影響

がどう出るかは今後判断するよりない。 

 

 

（５）職場のハラスメントの防止に関する法案が国会で現在審議中です。この５年間ほど
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のハラスメントに関連しての労働組合への相談件数とその概要、ハラスメント防止の課題

について記入ください。また、メンタルヘルス不調による休職者数と相談件数の推移を把

握している範囲で結構ですので記入ください。 

 

組合に対してハラスメントの相談はない。一方で、科博組合はほとんどが研究職員であり、

事務系職員の抱えるハラスメント問題については把握できていない。 

 

 

（６）ここ数年における労働組合の組織拡大の取り組みについての状況と課題について記

入ください。 

 

任期なし研究職員が全員組合に所属している一方で、事務系職員および任期付き研究職・

事務職員の加入が多くない。 

 

（７）この１年間における、上記の問題以外での研究・労働条件の変化や課題について具

体的に記入ください。 

 

文部科学省の再編に伴い，昨年度に文化庁が当館の主務局となった。それによる大きな変

化は昨年度中にはなかったが、今後注視する必要がある。 
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